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顧客との契約から生じる収益 
収益基準が最終化 
－新しい収益モデルに関する包括的考察 
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要点 

2014年5月28日、米国財務会計基準審議会（FASB）と国際会計基準審議会（IASB）（以下、「両審議会」）は、

長い間待たれてきた、収益認識に関するコンバージェンスされた基準を公表しました。

鉱業界の企業は通常、製品の販売に関連して複雑な契約上の取決めを結びます。価格決定および

引渡しに関連する複雑性は、新基準によってある程度の影響を受ける可能性があり、これには独立し

た履行義務の識別や取引価格が重大な戻入れのリスクにさらされる範囲の決定に関する要求事項が

含まれます。新基準の要求事項は、収益認識の時期および測定に影響を与える可能性があります。

また要求される開示が著しく増加します。 

In depth US2014-01では、新基準に関する包括的な分析を提供しています。本補足資料では、鉱業界

の企業が新基準への移行にあたり最も重要な課題となりうるいくつかの領域を取り上げています。 

概要 

鉱業界における収益認識は、単純であると思われるかもしれません。収益は、対価と交換に製品の提供を

通じて発生します。しかし、この業界において一般的に存在する、特定の種類の契約上の取決めによって

複雑性が生じる可能性があります。例えば、その他の企業との共同事業や対価が将来の生産に基づく契約

などです。また新基準によって影響を受ける可能性があるものとして、代理店契約、輸送サービス、暫定価

格での製品販売契約および長期的なテイク・オア・ペイ契約などがあります。これらの領域に存在する複雑

性によって、新基準の下での収益認識の時期の決定やその測定方法がより困難になる可能性があります。 

本補足資料は、新基準が鉱業界の企業にどのような影響を与えるかに焦点を当て、米国会計基準（US 

GAAP）および国際財務報告基準（IFRS）の下での現行の実務との潜在的な差異を取り上げます。本資料

の設例および関連する議論では、企業が新基準の影響を評価する際に役立つよう、焦点となる領域を示し

ています。 
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適用範囲 

新収益基準は、顧客との契約に適用され、採掘活動は適用範囲から除外されません。鉱業企業は、取引の当事者が売主と顧客の関係に

あるかどうか、したがって ASC606 および IFRS 第 15 号の範囲に含まれるかどうかを評価する際に判断をする必要があります。 

顧客の定義 

顧客とは、企業の通常の活動のアウトプットである財またはサービスを獲得するために当該企業と契約した当事者です。協力者、または共

同事業者が、企業の通常の活動のアプトプットである財またはサービスを獲得する場合、当該協力者または共同事業者との取引は、適用

範囲に含まれます。当事者がある活動に共に参加し、当該活動のリスクと便益を共有する契約から生じる取引は、適用範囲から除外され

ます。 

生産物分与契約 

政府は、今後、ますます生産物分与契約（PSA）を利用し、鉱業の営利企業が持つ専門性を生かして自国の鉱物資源の探査および生産

を促進しようとしています。そうした契約において、政府が顧客であるか否か、またそれに従い、契約が ASC606 および IFRS 第 15 号の範

囲に含まれるか否かを判断することは困難である場合あります。典型的な PSAの下では、鉱業企業がすべての探査コストだけでなく、鉱物

の利益と関連する開発および生産コストの一部またはすべてに責任を負います。その見返りに、通常、鉱業企業には、生産物分与の権利

が与えられ、それによって特定のコストに合意された利益マージンを加算したものの回収が可能になります。 

ロイヤルティ契約を含め、PSA はより複雑化しており、同一の法域内であっても契約条件が異なる可能性があります。政府は多くの場合、

それぞれの重要かつ新しい分野に対して特有の法律または規制を策定しています。各 PSA について、政府が顧客の定義を満たすかどう

か、また新基準の範囲に含まれるかどうかを判断するために契約の実質に従い、評価および会計処理を行わなければなりません。 

 政府が顧客 ではない PSA は、新基準の範囲から除外されます。鉱業企業は、企業自身の有形資産の建設として認識し、有形固定

資産、無形資産および探査を含むその他の関連のガイダンスを適用します。収益は、鉱業企業が顧客に生産物分与を引き渡す際

に認識されます。政府に引き渡される生産物分与のコストは、営業費用となります。 

 政府が顧客である PSA は、新基準の範囲に含まれます。提案されたガイダンスでは、営業者に対して将来の生産物と交換に、探査

や建設サービスを含む可能性があるサービスの引渡しについて収益を認識することを要求します。将来の生産物は、現金以外の変

動対価であり、収益の測定に影響を与えることになるでしょう。 

開発に融資する先渡売買契約 

鉱物探査および開発には、多額の資本が必要となります。鉱業企業は、特定の所有物からの将来の生産物を第三者である「投資者」に現

金で販売するような仕組みの取引を含む様々な融資方式を利用します。この現金は結果が期待できるような開発に融資するために使用さ

れます。このような融資の仕組みは、多くの異なる形式（例えば、シルバーストリーミング）をとりますが、それぞれの形式に適切な会計処理

を行うためには、注意深い分析が求められます。 

新基準は、代替的な融資契約に対する現行の会計実務からの重大な変更を意味する可能性があります。こうした仕組みの複雑性により、

鉱業企業は適切な会計処理を決定する前に注意深い分析が要求されることになります。 

生産物の交換 

鉱業企業は、しばしば営業上の目的を達成するためにその他の鉱業企業と石炭などの鉱物を交換します。これを説明するのによく使われ

る言葉が「相互売買契約（‘Buy-sell arrangement’）」です。こうした契約を締結する目的は多くの場合、場所 X における製品 A と場所 Y に

おける製品 A を交換することによる輸送コストの節約です。 

非貨幣性の交換、とりわけ「交換の当事者以外の顧客への販売を容易にするための、同業他社との非貨幣性の交換（例えば、特定の場

所における需要を適時に満たすための石炭の交換）」を新基準の範囲から除外しています。非貨幣性の交換はその他のガイダンスに基

づき会計処理されなければなりません。 

新基準は、現行の IFRS に基づくガイダンスとは異なります。最終顧客への販売を容易にするために、最終顧客ではない同業他社との間

で行われる非貨幣性の交換は、異なる製品の交換であっても、ガイダンスの範囲から除外されます。これにより新基準の範囲外で会計処

理される取引の範囲が広がる可能性があります。 
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新基準では、収益の認識前に顧客との契約が存在している必要があります。契約は、経済的実質がある場合（すなわち、契約の結果とし

て、企業の将来キャッシュ・フローが変動すると見込まれる場合）にのみ存在するものとします。当該契約に経済的実質があるかどうかを判

定するには判断が求められます。交換に経済的実質がない場合には、当該の取引は新基準の範囲から除外され、収益は計上されない

可能性が高くなります。 

その他の基準との関連 

リースや金融商品など、US GAAP または IFRS のその他のガイダンスの範囲に含まれる契約は、新基準の範囲から除外されます。新基準

は、買戻し契約を有する契約の評価に関する適用ガイダンスを提供し、当該契約が顧客への販売であるのか、または融資契約なのか、も

しくはリースなのかどうかの判定において鉱業企業を支援します。これは、精錬業者または精製業者との一部のトーリング契約に影響を与

える可能性があります。 

最近の動向 

移行リソースグループ（「TRG」）は、適用上の問題に関して両審議会に助言することを目的として、FASB および IASB によって創設さ

れました。FASB および IASB と同様に TRG は、こうした問題に対応するために潜在的な活動について議論を継続しています。両審

議会は最近、関連するデュープロセスの対象となるような、新基準への変更を提案しました。 

本補足資料は、2014年 5月に発行された最終基準に基づいています。財務諸表作成者は、そうした議論における進展を注視し、会

計処理への影響を考慮すべきです。議論の要約については、In transitionをご参照ください。 

 

 
代理人の関係 

鉱業企業は、採掘された鉱石の販売に加えて、製品の輸送サービスなど、その他の活動に従事することがよくあります。鉱業企業が取引

において本人として行動しているのか、または代理人として行動しているかどうかを識別することは重要です。なぜなら販売契約に基づく

履行に関して、受け取ったまたは受け取る総額で収益を認識できるのは、企業が本人として行動しているときのみだからです。企業が代

理人として行動している場合、顧客から受け取り、本人に支払われるべきいかなる金額についても収益は認識されず、収益は、財またはサ

ービスの移転を促進することで稼得される手数料または報酬について認識されます。企業が代理人または本人として行動しているかどう

かは、事実関係によって異なるため、この判定には重要な判断が要求されます。 

  

https://inform.pwc.com/inform2/show?action=informContent&id=1127255111121147%23ic_1127255111121147
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新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

本人か代理人かの検討 

企業が財またはサービスの支配を顧客に

移転する前に、別の当事者の財またはサ

ービスの支配を獲得しているならば、企業

は契約における本人です。 

財またはサービスの移転前に瞬間的に所

有権を獲得することは、必ずしも支配を構

成するものではありません。 

企業の履行義務が、別の当事者が財また

はサービスを提供するための手配をするこ

とである場合には、企業は代理人です。企

業が代理人であるという指標には以下が含

まれます。 

 他の当事者が契約履行の主たる責任

を有している 

 企業が在庫リスクを有していない 

 企業が価格の設定における裁量権を

有していない 

 企業は顧客の信用リスクに晒されてい

ない 

 企業の対価が手数料の形式によるも

のである 

代理人は、財またはサービスの移転の促

進に対して稼得された手数料または報酬

について収益を認識します。その場合の対

価は、顧客に提供された財またはサービス

についての本人に対する支払の後に保持

される「純額」です。 

企業が本人か代理人かの決定は、以下の

要因に基づきます。 

 企業が契約における主たる債務者か 

 企業は一般的な在庫リスクを有してい

るか 

 企業は価格の設定における裁量権を

有しているか 

 企業は財またはサービスを変更するか 

 企業は供給者の選定に関与しているか 

 企業は製品の仕様の決定に関与して

いるか 

 企業は物理的な在庫リスクを有してい

るか 

 企業は信用リスクを有しているか 

 企業の対価は手数料の形式によるも

のか 

上記の最初の 2 つの要素は、その他の要

素よりも重視されると考えられます。 

企業が本人として行動する指標は、企業が

以下のような場合です。 

 顧客と契約上の関係を有している。

つまり、顧客は本人とビジネスを行って

いると考えている。 

 販売価格および支払条件など、取引

条件を設定することができる 

 在庫に関連したリスクを負っている 

 信用リスクを負担している 

企業が事前に決定された報酬を稼得する

のであれば、それは代理人である指標の 1 つ

となります。 

 

潜在的な影響 

新基準の下での指標は、既存のガイダンスに類似していますが、新しい観点で提供されています。これらの指標は、財またはサービスの

支配が顧客に移転する前に、企業が当該財またはサービスの支配を獲得しているのかどうかの判断において企業に役立つように設計さ

れています。この業界において、企業が本人または代理人として行動しているかどうかを決定する判断の数および重要性が、とりわけ鉱石

または未加工の鉱物製品を採掘する企業に付加価値サービスを提供する企業との関連において増しているようです。さらに、従前の US 

GAAP と比較すると、新基準では指標が少なくなり、一部の要素が他の要素より重視されるということがなくなっています。 
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引渡し―運賃保険料込み条件（CIF）か積出港本船渡し条件（FOB）か 

企業は、財またはサービスが顧客に移転した時に（または移転するにつれて）、また顧客が財またはサービスの支配を獲得した時に（また

は獲得するにつれて）、収益を認識します。資産に対する支配とは、当該資産の使用を指図し、当該資産からの残りの便益（つまり、潜在

的なキャッシュ・インフローまたはアウトフローの節減）のほとんどすべてを獲得する能力を指します。 

鉱物資源は、しばしば遠隔地で採掘され、長距離の輸送が必要となります。鉄道ではなくトラックによる輸送は多額のコストがかかる可能

性があります。将来の輸送費に対応するための 2 つの類似した契約条件の形態：運賃保険料込み条件（CIF）または積出港本船渡し出荷

条件（FOB）があります。 

CIF 契約では、売手企業が、最終目的地（例えば、精製業者または最終顧客）に財が到着するまでのコスト、保険、運賃を支払う責任を負

います。しかし損失リスクと支配は通常、財が積み込まれた時点で移転します（つまり通常、精製業者または最終顧客に到着した時点では

ありません）。FOB 出荷条件の契約では、財が独立した運送業者に引渡される時点で売手企業は財を引き渡します。買手はその地点から

当該の財に関するすべてのコストおよび損失リスクを負担する必要があります。 

両アプローチとも契約条件上は、リスクおよび所有権、すなわち製品の支配が通常、船に積み込まれた時点で引き渡されることになります

が、新基準の下では、収益認識の時期は、取引条件によって変更になる可能性があります。輸送条件の違いは、どの当事者が運賃コスト

を負担するかに影響を与えます。 

運賃保険料込み条件（CIF） 

新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

独立した履行義務の識別 

新基準では企業が別個の財またはサービ

スのそれぞれを独立した履行義務として会

計処理することを要求しています。運賃サ

ービスは、別個のサービスの定義を満たす

可能性があります。 

履行義務の充足 

企業は、顧客への約束した財またはサー

ビスの移転によって履行義務を充足した時

に、収益を認識します。財またはサービス

は、顧客が財またはサービスの支配を獲得

した時に移転します。新基準は支配の移

転の指標を列挙しています。これには、支

払いに対する無条件の義務、法的所有

権、物理的占有、リスクおよび経済価値の

移転、および顧客の検収が含まれます。 

財の販売: 収益は支配が顧客に移転する

時に一時点で認識されます。これは、一般

的に、契約条件に従い買手が選択する輸

送手段となる船に積み込まれた時、つま

り、買手が財を支配する時点となります。 

輸送： 輸送の履行義務は一般的に、一定

の期間にわたり充足される履行義務の要

件を満たし、収益は顧客への移転の期間

にわたり認識されます。当該要件が満たさ

れない場合、履行義務は、一時点におい

て履行されます。また収益は、顧客が財を

既存のガイダンスでは、収益の認識時期の

主要な決定事項として引渡しが発生したか

どうかに焦点を当てています。 

CIF 契約では、売手が財の輸送中の輸送

および保険コストを支払う義務を依然として

負担している場合であっても、所有に伴う

重大なリスクおよび経済価値は移転してい

ると仮定し、財が輸送手段となる船に積み

込まれた時に引渡しが発生します。しか

し、このケースに該当することを保証するた

めには、取引条件を完全に理解することが

要求されます。 

IAS 第 18 号は、収益の認識時期の主要な

決定事項として、企業が財の所有に伴う重

大なリスクと経済価値を買手に移転したか

どうかに焦点を当てています。 

業界における実務では、売手が買手の代

理として輸送中の財を保証する責任を依

然として負っているとしても、財が輸送手段

となる船に積み込まれた時点で所有に伴う

重大なリスクと経済価値の移転が生じてい

ました。このケースに該当することを保証す

るためには、取引条件を完全に理解するこ

とが要求されます。 
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新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

受け取る時に認識される可能性が高くなり

ます。 

 

潜在的な影響 

新基準は通常、財を提供する履行義務について収益の認識される時点が変更になることは見込まれません。しかし、企業は、財および輸

送サービスについて独立した履行義務を有しているかを評価しなければなりません。これにより、財の支配が引き渡される時に収益の一部

が認識され、輸送サービスに関連した収益の一部については一定の期間にわたり認識される可能性があります。 

輸送に関する独立した履行義務の存在を示す可能性のある要素には以下が含まれます。 

 輸送の提供に関わる乗り物または技術の専門性 

 輸送の提供と関連したコスト、距離、時間のレベル 

 顧客による輸送要素の除外や顧客自身による製品の回収が契約条件において可能であるかどうか 

企業が企業自身の財を輸送するための（つまり、顧客への財の支配の移転前に）独立した履行義務は存在し得ません。 

最近の動向 

運送および出荷作業サービスの会計処理は、FASBと IASBによって議論がなされている最中です。FASBは最近、US GAAPの財務

諸表作成者に支配が顧客に移転した後に運送および出荷作業が発生する場合、約束した財またはサービスではなく、履行コストと

して運送および出荷作業を会計処理する選択肢を提供する「実務上の便法」を提案しました。IASB は、類似の便法を提案しません

でしたが、これが問題となるかどうかを識別するために IFRS の利害関係者に対して更なるアウトリーチ活動を行う予定です。財務諸

表作成者は、これらの議論における進展を注視し、会計上の影響を考慮しなければなりません。 

 

設例－CIF 契約における収益認識の時期 

事例: 企業の収益契約は CIF 条件に基づきます。銅の濃縮物は、顧客であるアジアの精製業者行きの船に船積みされる港に沖合の作

業所から鉄道によって輸送されます。企業は、銅の濃縮物が目的地の港での荷卸し後 10 日で発行される請求書の金額の 90％について

仮払金を受け取ります。契約には銅の濃縮物の所有権は、買手の施設で財を荷卸しした時に引き渡されると明記された条項が含まれて

います。 

考察: この収益契約は CIF 条件に基づくものであることから、売手が船積みに関連したコスト、運賃および保険料を支払わなければなり

ません。また、リスクおよび所有権、すなわち銅の濃縮物の支配が目的地の港での荷卸し時にのみ引き渡されるとする特定の条項も含

まれます。つまり、収益は、荷卸しした日に認識されることになります。このことは、取引条件が会計処理を決定することになるため、契約

における取引条件を理解することの重要性を示しています。荷卸し時まで企業が財を支配している場合、輸送は独立した履行義務では

ありません。 
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積出港本船渡し条件（FOB） 

新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

履行義務の充足 

企業は、約束した財またはサービスを顧客

に移転することにより、履行義務を充足し

た時に収益を認識します。財またはサービ

スは、顧客が当該財またはサービスの支配

を獲得する時に移転します。 

新基準は、支払いに対する無条件の義務、

法的所有権、物理的占有、リスクおよび経

済価値の移転、および顧客の検収を含む、

支配の移転の指標を列挙しています。 

既存のガイダンスでは、収益が認識される

べき時期の重要な決定事項として、引渡し

が起きたかどうかに焦点を当てています。 

積出港本船渡し条件（FOB）の契約には、

多くの場合、独立した運送業者への製品

の引渡し時に買手が損失リスクを引き受

け、その地点を超えて運賃や保険料を支

払うことは買手の責任であることが明記され

ています。通常、財が船に積み込まれた地

点が、引渡しが発生した地点であるとみな

されます。これは売手がその地点で、追加

の義務を負わないためです。 

IAS 第 18 号は、企業が財の所有に伴う重

大なリスクと経済価値を移転した時期に焦

点を当てています。 

積出港本船渡し条件（FOB）の契約に

は、独立した運送業者への製品の引渡し

時に買手が損失リスクを引き受け、その

地点を超えて運賃や保険料を支払うこと

は買手の責任であることが明記されてい

ます。通常、財が船に積み込まれた地点

が、所有に伴う重大なリスクと経済価値の

移転が発生した時点とみなされます。これ

は売手がその地点で追加の義務を負わ

ないためです。 

 

潜在的な影響 

新基準により、財を提供する履行義務について収益の認識時期が変更となることは一般的に、想定されていません。しかし、企業は、輸送

サービスが独立した履行義務であるかどうかを評価する必要があります。これにより、財の支配が引き渡される時に収益の一部を認識し、

輸送サービスに関連した収益の一部については一定の期間にわたり認識する可能性があります。 

 

設例―積出港本船渡し条件（FOB）契約における収益認識の時期 

事例: 企業の収益契約は積出港本船渡し条件（FOB）です。銅の濃縮物は、顧客であるアジアの精製業者行の船に船積みされる港に沖

合の作業所から鉄道によって輸送されます。企業は、銅の濃縮物が目的地の港に船から荷卸しされた後 10日で発行される請求書の金額

の 90％の仮払いを受け取ります。顧客の支払い義務は、財が船に積み込まれた時に発生します。 

考察： 収益契約は積出港本船渡し条件（FOB）に基づきます。つまり財の支配は、製品が船に積み込まれた時に移転します。これは、所

有権、物理的占有および支払義務が買手に引き渡されることによって示されます。その結果、収益は運送業者への引渡時に認識される

でしょう。 

 

 

暫定価格による契約 

製品の販売契約にはしばしば、暫定価格が含まれます。暫定価格は様々な理由により発生する可能性があります。 

 製品の輸送に時間がかかるため、顧客が最終目的地における最終的な引渡日の市場価格で支払うことを希望する可能性がありま

す。こうした状況において、暫定価格は、製品の支配が最初に移転した日に課されます。最終価格は一般的に特定の将来期間の平

均市場価格または最終的な測定金額になります。 

 製品は濃縮した状態で輸送され、構成要素の製品の最終的な品質および数量は、最終目的地でさらに加工されるまで分かりま

せん。 
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新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

履行義務の充足 

販売契約は、新基準の範囲に含まれま

す。約束した製品の引渡しは単一の履行

義務となります。収益は、履行義務を充足

した時、つまり顧客が財の支配を獲得した

時に認識されます。 

取引価格の算定 

企業は、取引価格を算定する必要がありま

す。取引価格とは、取引において権利を得

ると見込んでいる対価の金額です。 

経営者は、暫定価格での契約に金融商品

ガイダンスの範囲内の組込デリバティブが

含まれるのかどうかをまず考慮しなければ

なりません。鉱業企業は、その他の基準の

区分および（または）測定ガイダンスをまず

適用します。そして契約の残りの部分に収

益基準のガイダンスを適用します。 

取引価格は、将来の事象の結果によって

変動性がある、または条件付きである可能

性があり、暫定価格の契約はこれに該当す

る可能性があります。 

変動対価は、制限の対象となります。制限

の目的は、将来の期間における重大な戻

入れが生じない「可能性が非常に高い」

（US GAAP では「probable」、 IFRS では

「highly probable」と表記）範囲で、履行義

務が充足される際に企業が収益を認識し

なければならないということです。そうした

戻入れは、履行義務について認識した収

益の累計額の重大な下方修正がある場合

に起こります。 

金額が重大な戻入れの対象となるかどうか

を判定するために判断が要求されます。新

基準は、収益の戻入れの確立または大きさ

を増大させる可能性がある要因を列挙して

います。 

取引価格についての経営者の見積りは各

報告期間において再評価されます。 

暫定価格の製品の販売による収益は、所

有権が顧客に引き渡され、価格が決定可

能となり、回収可能性が合理的に確実であ

る場合に認識されます。これは通常、引渡

日となります。 

収益は、コモディティの先渡市場価格、ま

たは所有権が引渡される日の濃縮物の内

容の見積りに基づき測定されます。 

船積日または引渡日以降の日付で引用さ

れた市場価格に基づく取消不能の契約に

おける価格調整の特徴は、通常、主契約

からの区分が要求される組込デリバティブ

であるとみなされます。 

これは契約が最終的に設定されることにな

る先渡価格が、スポット価格と密接に関連

していないためです。 

このような例において、主契約は、将来の

日付における鉱物の濃縮物の販売に関す

る非金融契約です。一方、組込デリバティ

ブは、販売日から引用期間の終了日まで

価格の変動にさらされます。 

最初の収益認識が、濃縮物の内容の見積

りに基づく場合、製品が引渡され加工さ

れ、かつ最終的な内容が分かる時点で調

整がなされます。この調整は、収益におい

て認識されます。 

US GAAP に類似 

暫定価格の製品の販売による収益は、所

有に伴うリスクおよび経済価値の顧客への

移転時に認識されます。これは通常、引渡

日です。 

収益は、コモディティの先渡市場価格また

は所有権が引き渡される日の濃縮物の内

容の見積りに基づき測定されます。 

契約を確定するために先物市場価格が使

用される場合に、暫定価格の契約は、それ

以降の期間末ごとに、最新の市場価格を

使用して修正され、通常、調整が収益にお

いて認識されることになります。 

最初の収益認識が濃縮物の内容の見積り

に基づく場合に、製品が引渡され、加工さ

れ、かつ最終的な内容が分かる時点で調

整が行われます。多くの企業は、収益にお

いてこのような調整を認識します。 
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潜在的影響 

暫定価格が組込デリバティブや変動対価であると識別されるかどうかを判定するには判断が求められます。企業が、暫定価格が変動対価

であると判定する場合には、見積られた取引価格が重大な戻入れの対象となるのかどうかを判定するために、さらなる判断が要求されます。

これは引き渡される製品の最終的な数量と品質が最終目的地で加工されるまで分からない場合には特に目的適合性がある可能性があり

ます。価格が製品の構成要素を条件とする場合、変動対価となる可能性がより高くなります。 

また、変動対価が無条件となり、それに従い、ASC310 および IFRS 第 9 号/IAS 第 39 号の範囲に含まれる金融資産であるとみなされた時

点を識別するにも判断が要求されます。 

暫定価格の特徴が組込デリバティブであることを示している場合、鉱業企業は、それらを継続して区別し、金融商品ガイダンスに従って、

それらを認識および測定することが求められます。しかし、新基準では表示の要求事項が改訂されたことを考えると、顧客との契約から生

じる収益において組込デリバティブの増減を表示することはもはや適切ではない可能性があります。 

 

設例－暫定価格 

事例: ある企業が 20X4 年 12 月 1 日に銅の濃縮物 1,000 トンを販売する契約を締結します。最終価格は、引渡日から 3 か月後のロンドン

金属取引所（「LME」）の銅の価格に基づき決定されます。 

20X4 年 12 月 30 日に引渡しが行われ、銅の濃縮物の支配は、その日に顧客に移転します。最終的な請求が行われるのは、20X5 年 3 月

31 日です。当該企業の事業年度末は 12 月 31 日です。 

12 月 30 日の銅先物価格（3 か月物）は、1 トンにつき CU6,500 で、20X5 年 3 月 31 日の銅の価格は 1 トンにつき CU6,750 です。 

考察: 契約の開始時（20X4 年 12 月 1 日）に、企業は、暫定価格の構造が、販売の主契約から区分されなければならない組込デリバティ

ブを示しているのかどうかを判断する必要があります。収益は、銅の支配が顧客に移転し、履行義務が充足される日である 20X4 年 12 月

30 日に認識されます。対価が無条件となり、ASC310と IFRS第 9号/IAS 第 39 号の範囲に含まれる金融資産となる時点を識別するために

判断が要求されます。 

企業が、暫定価格は変動対価であり、IFRS 第 9 号/IAS 第 39 号の範囲に含まれる金融資産ではないと判定する場合には、企業は以下に

関する判断を適用する必要があります。 

 20X4 年 12 月 30 日における変動販売価格の見積り 

 重大な戻入れの可能性に関して、見積りが「可能性が非常に高い」（US GAAPでは「probable」、IFRSでは「highly probable」と表記）

に該当するかどうかの決定 

20X4年 12月 31日から 20X5年 3月 31日の間に収益が重大な戻入れに対象とならない可能性が非常に高く（US GAAPでは「probable」、

IFRS では「highly probable」と表記）なければなりません。企業が、20X5 年 3 月 31 日の最終請求の前の、20X5 年 1 月 31 日に結果報告を

行うかぎりにおいて、取引価格の見積りおよび収益の制限は、再評価される必要があります。 
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テイク・オア・ペイおよび類似の長期供給契約 

長期販売契約は、鉱業界において一般的です。製造業者および買手は、供給および合理的な価格調整を確保するためにしばしば契約

期間を 1 年以上として販売契約を締結する場合があります。そうした契約はしばしば、ビジネスを裏付けたり、特定の鉱山での活動を融資、

開発、または継続するために基本的なものとなります。 

契約は、通常、契約期間にわたり合意された価格で一定の数量の製品を販売することが明記されています。契約署名時の適切な基礎の

仮定に重要な変更があった場合に製造者および（または）売手を保護するために、契約期間にわたってエスカレーション条項または価格

調整に関連する条項がしばしば契約に含まれます。長期のコモディティ契約は、相手先に対して、契約に基づき引き渡されるコモディティ

の数量に関する柔軟性および選択肢を提供することがよくあります。 

鉱業企業は、こうした契約が金融商品を表しているのかどうか、または金融商品基準の下で会計処理されるべき組込デリバティブを含

むのかどうかを最初に評価することを継続していかなければなりません（例えば、数量に柔軟性がある契約に、現金で純額決済されるか、

または別の金融商品で決済されるかについて記載された選択肢が含まれているかどうか）。さらに、鉱業企業は、こうした契約が特定の

資産を使用する権利を示しているかどうか、またそれに従い、リース基準に基づくリースを構成するのかどうかの評価を継続しなければ

なりません。 

新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

契約の識別 

テイク・オア・ペイ契約との関連において、

特定された最小限の金額のみが通常、１

つの契約とみなされます。これは、この部

分のみが契約上の強制可能な部分である

ためです。契約における追加の数量を獲

得するオプションは、そうしたオプションが

顧客に重要な権利（例えば、増分となる値

引き）を与えることがないかぎり、顧客がオ

プションを行使する時点で独立した契約と

みなされる可能性があります。重要な権利

がある場合、オプションは、元の契約にお

ける独立した履行義務として会計処理され

なければなりません。 

製品の各単位は、独立した履行義務とみ

なされる可能性が高いです（例えば、石炭

の場合のトン）。これには、独立販売価格を

使用して独立した履行義務に取引価格の

合計を配分することが必要となります。 

非行使部分 

顧客は将来において財またはサービスを

受け取る契約上の権利を全部は行使しな

い場合があります。その未行使の権利は、

非行使部分と呼ばれることが多いです。 

企業は、見込まれる非行使部分を、行使さ

れる権利のパターンに比例して収益として認

識する必要があります。経営者は非行使部

分があるかどうか、および非行使部分の程度

について判断できない可能性があります。 

「テイク・オア・ペイ」の契約条件による供給

契約では、顧客がすべての未引渡しの製

品の引渡しを要求しないならば、支払いの

期限がきているとしても、未引渡しの数量

について認識されるべき収益は条件付き

であるとみなされます。基礎となる論拠は、

売手が製品に対する買手の要求を充足す

ることができないのであれば、買手は対価

を支払う義務を負わないというものです。 

当該の数量の引渡しの可能性が高く、売り

手の支配下にある場合であっても、製品が

引渡されないかもしれないというリスクによ

り、対価は引渡しおよび履行に関して条件

付きになります。 

US GAAP に類似 

収益は、関連している製品（例えば、石炭）

の数量が引渡される際に認識され、それらは

通常、市場価格または（契約において明記

されている通り）固定価格で測定されます。 

顧客が将来のテイク・オア・ペイ期間に数

量の埋め合わせをすることができない場合

には、未引取りで支払済みの製品の数量

に関連する収益は、明記されたテイク・オ

ア・ペイ期間の終了時に認識されます。顧

客が将来のテイク・オア・ペイ期間において

数量を埋め合わせする権利を得ている場

合には、支払いが将来の数量に適用され

るとき、または数量を埋め合わせする権利

が失効するときに、収益は認識されます。 
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新基準 現行の US GAAP 現行の IFRS 

この場合、企業は、非行使部分の最低限

の金額を計上する必要性を含めて、変動

対価の制限を検討すべきです。発生が見

込まれない非行使部分は、顧客が残りの

権利を行使する可能性がほとんどなくなっ

た時に収益として認識されるべきです。こ

のような評価は各報告期間において更新

されなければなりません。 

これにより、テイク・オア・ペイ契約では、企

業が、顧客がこれらの権利を行使しないと

いう予想を実証できる場合、非行使部分が

発生する時点よりも早い期間に非行使部

分の金額に関連する収益を認識することが

できる場合があります。こうした契約の性質

および顧客の行動を予想することに固有の

不確実性を考慮すると、この要件を満たす

のは困難である可能性があります。 

潜在的な影響 

新基準は、鉱業企業が履行義務および契約期間にわたり価格が変動する理由の識別において判断を適用することを要求しています。こ

れらの判断により、取引価格の合計が独立販売価格（例えば先物曲線の利用）、契約価格、定額法またはその他の基礎に基づき配分お

よび認識されるかどうかを決定します。鉱業企業は、契約に区分して会計処理しなければならない重大な金融要素が含まれるかどうかに

ついても考慮しなければなりません（詳細は In depth US2014-01をご参照ください。）。 

開示 

新収益基準には、多くの広範な開示要求があり、これらは、財務諸表の利用者が顧客との契約から生じる収益の認識および対応するキャ

ッシュ・フローに関連した金額、時期および判断について財務諸表利用者が理解できるようにすることを目的としています。当資料では、よ

り重要な開示要求の一部を以下に示しますが、当該リストは包括的ではありません。 

開示には、以下の定性的情報および定量的情報が含まれます。 

 顧客との契約 

 顧客との契約に当該ガイダンスを適用する際に行った重要な判断および当該判断の変更 

 顧客との契約の獲得または履行のためにコストから認識した資産 

これらの開示要求は、US GAAP または IFRS の下での現在の開示要求に比べてより詳細になっており、経営者による判断にかなり焦点

が当てられています。例えば、収益認識の金額および時期の決定において用いた見積りおよび行った判断に関して具体的に開示する必

要があります。新基準は、残存履行義務の金額、予想期間が 1 年以上の契約の履行義務の充足時期の予想、および残存履行義務の金

額が収益として認識される時期の定量的説明および定性的説明の両方についても開示することを企業に要求しています。この要求事項

は、長期契約が事業のかなりの部分を占める鉱業界に重要な影響を与える可能性があります。 

https://inform.pwc.com/inform2/show?action=informContent&id=1447135806019653%23ic_1447135806019653
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結論

上記の議論は、新基準のすべての要素に対応するものではありません。企業は、契約上の交渉、主要な指標（借入契約条項、保証、キャ

パシティの事前資格審査）、税務、予算、統制およびプロセス、情報技術および会計を含めて、どのように新基準が現在の事業活動を変

更する可能性があるのかを継続して評価する必要があります。 

企業は、TRG の議論を注視することが奨励されます。TRG は、2014 年に、より多くの適用ガイダンスが必要かどうかの判定において FASB

および IASB を支援するために設置されました。TRG は両審議会への正式な提言やガイダンスの発行をしません。TRG による議論のいか

なる見解も権威あるものではありません。 

企業は、US GAAP では 2016 年 12 月 15 日より後に、IFRS では 2017 年 1 月 1 日以後に開始する事業年度に属する最初の期中報告期

間に新基準を適用することが要求されます。早期適用は IFRS では認められますが、US GAAP では認められません。非公開企業（US 

GAAP のみ）については、新基準は 2017 年 12 月 15 日より後に開始する事業年度、および 2018 年 12 月 15 日より後に開始する事業年

度に属する期中期間より発効となります。非公開企業については、早期適用は認められますが、2016 年 12 月 15 日以前の適用は認めら

れません。 

FASB および IASB は、新基準の発効日を 1 年延期して 2018 年 1 月 1 日とすることを提案しました。IFRS の提案では企業が新基準を早

期適用する選択肢は保持される見込みです。一方、FASB は、企業が当初の発効日で新基準を適用することを認めることを提案していま

す。FASB および IASB の決定は最終のものではありません。こうした提案は、両審議会のデュープロセスの要求事項の対象となります。デ

ュープロセスにはパブリックコメントの募集期間が含まれます。 

企業は、新基準を遡及適用するか、または簡素化アプローチを使用することが可能です。簡素化アプローチを使用した企業は：（a）発効

日時点におけるすべての既存の契約およびその後に締結される契約に新基準を適用する、（b）発効日における利益剰余金の期首残高

において新基準適用の累積的影響を認識する、および（c）新基準の下で会計処理される既存の契約および新しい契約について、新基準

が適用される期間において影響を受けるすべての財務諸表の勘定科目に新基準を適用する影響を開示します。このアプローチを使用す

る企業は、財務諸表においてこの事実を開示しなければなりません。 



National Professional Services Group | CFOdirect Network – www.cfodirect.pwc.com In depth 
 
当該和訳は、英文を翻訳したものですので、和訳はあくまでも便宜的なものとして利用し、 

適宜、英文の原文を参照していただくようお願いします。 

13 

 
PwC の鉱業界のプラクティス 

PwC の鉱業界のプラクティスは、5,800 人を超える高度なスキルを有する専門家により構成され、世界中で 10,000 社を超える鉱業会社に

サービスを提供しています。PwC は、サプライヤー、施行者、専門サービス会社およびサポートサービス会社、政府ならびにプライベート

セクターやパブリックセクタ―向けに、各社に合わせたアドバイザリー・ソリューションならびにアシュアランスおよび税務サービスを提供し

ています。 

PwC は、世界 157 カ国に及ぶグローバルネットワークに 195,000 人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスの

提供を通じて、企業・団体や個人の価値創造を支援しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問 

本資料に関して質問があるPwCのクライアントの方は、担当のエンゲージメント・パートナーまでお問い合わせください。本資料に関して

質問があるエンゲージメント・チームは、National Professional Services Groupの収益チーム（1-973-236-7804 または 1-973- 236-4377）

までお問い合わせください。 
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